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令和４年１０月１４日

国土交通省 中国地方整備局

水島港国際物流ターミナル・臨港道路整備事業
事業再評価
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１．事業位置図

水島港は岡山県中西部の高梁川河口に位置する国際拠点港湾であり、鉄鋼、石油化学及び自動車など多
様な産業が立地する水島臨海工業地帯の玄関口として重要な役割を担っている

水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

宇野港

岡山港
水島港

国際拠点港湾
重要港湾

水島地区
高
梁
川

玉島地区

国際物流ターミナル

臨港道路

水島港
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２．水島港の概要 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

○水島港の背後圏（水島工業地帯）の製品出荷額は約3.5兆円で、岡山県全体の46.1%を占めており、岡山県の製造業の

拠点となっている。

○水島地区は、自動車・石油・鉄鋼関連企業が立地する製造業の拠点となっている。一方、玉島地区は、物流拠点となって

おり、水島地区に立地する企業の原材料の輸入・製品の輸出拠点となっている。

【水島地区】
産業ゾーン

【玉島地区】
物流ゾーン

鉄鋼関連企業

穀物関連企業

石油関連企業

自動車関連企業

岸壁（水深12m）、荷役機械
平成25年供用開始

臨港道路(倉敷みなと大橋)
平成29年3月供用開始

水玉ブリッジライン

【出典：令和２年工業統計調査】
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３．水島港の利用状況

コンテナ貨物品目内訳（2021年データ）

○水島港のコンテナ取扱貨物量は 15万TEU（令和3年（2021年）速報値）で、全国の港湾で第15位、中国・
四国地域では第2位。

○現在運航している水島港からの国際定期コンテナ航路は、2か国1地域 15航路（16便／週）。（2022年6月
末現在）

水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

出典：岡山県港湾課資料 ※R3は速報値

コンテナ取扱貨物量の推移

航路名 便数 主な寄港地 便益対象貨物量
（H29～R1平均）

外貿航路

韓国 週8便 釜山、蔚山、仁川 46,753TEU
うち対象貨物 0TEU

中国 週７便 上海、天津新港、大連、青島、
寧波、厦門、江陰、福州

33,811TEU
うち対象貨物19,321TEU

台湾航路 週１便 台北、台中、高雄、香港 20,884TEU
うち対象貨物20,884TEU

内貿航路

神戸港フィーダー 週7便 神戸 31,226TEU
うち対象貨物6,701TEU

沖縄 週１便 沖縄

水島港のコンテナ就航航路（令和4年6月末時点）及び便益対象貨物量

※便益対象貨物は空コンテナを除く
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４．水島港の課題と事業の目的 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

背景・要請 対 応

国際競争力の強化
①水島地区と玉島地区を結
ぶ経路が慢性的に渋滞

②国際コンテナ貨物の増加と
船舶の大型化への対応

安全・安心の確保
③大規模地震発生時にも、継
続的に産業活動を行うため
の物流機能の確保

玉島地区

水島地区

玉島ハーバー
アイランド

水島臨海工業地帯

既設臨港道路

事業の効果

従前経路の混雑状況 水島臨海工業地帯

玉島ハーバー
アイランド

国際物流
ターミナル

水島地区
玉島地区

高
梁
川

岸壁(水深12m)(耐震)

泊地(水深12m)

航路(水深12m)

従前経路

国際競争力の強化

①水島と玉島地区間の
臨港交通機能の強化に
よる輸送コストの削減

②大型船の活用による
輸送コストの削減

安全・安心の確保

③大規模地震発生時にも
物流機能を維持し、継続
的な産業活動に貢献

・臨港道路の整備

・国際物流ターミナルの整備
（耐震岸壁、航路・泊地（水深12m））
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５．水島港の課題と事業の目的・概要 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

事業の概要

水島地区

玉島地区

臨港道路【国】（倉敷みなと大橋）
◇延長2,564m（渡河部1,279m）
◇道路規格：第4種・第1級
◇設計速度：V=60km/h
◇道路幅員：車道部 3.5m歩道部 3.0m

岸壁(水深12m）［耐震］【国】
荷役機械【県】
ふ頭用地 【県】

泊地(水深12m） 【国】

航路(水深12m） 【国】 整備中

コンテナターミナル

240m
耐震岸壁(-12m)

170m
岸壁(-10m)

170m
岸壁(-10m)

総事業費： 580億円
事業期間： 平成20年度～令和10年度
事業内容： 岸壁(水深12m)［耐震］、泊地(水深12m)、航路(水深12m)、臨港道路、荷役機械、ふ頭用地

事業の進捗状況
・平成20年度 事業着手
・平成25年度 暫定供用（水深10m）
岸壁(-12m）、泊地（-12m）、
荷役機械、ふ頭用地 整備完了

・平成28年度 臨港道路供用（3月25日）
・令和10年度 航路（-12m）整備完了予定
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６．事業期間・事業費の変更 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

■事業期間： H20d～R5d → H20d～R10d

土砂処分場の延命化工事が必要になった
こと等により事業期間の延伸が必要となった。

変更の内容と理由

笠岡市

浅口市

倉敷市

里庄町

浚渫工事箇所

水島港
笠岡土砂受入場所

玉島HI土砂処分場

土砂処分場の変更

福山市

■総事業費： 559億円 → 580億円

土砂処分場の延命化工事に伴い、一部の
浚渫土砂を別の処分場に変更する必要が
生じ、遠距離土捨てによる費用増が生じた。

浚渫土砂

受入容量の増加

排水概念図

圧密沈下
ドレーン
から排水

延命化工事 ： 土砂処分場の容量を増加させるために、ドレーン工法（フロート式）に
より圧密沈下させ、併せて周囲に築堤を施工。

玉島HI土砂処分場

ドレーン工法の施工状況

土運船による運搬空気圧送船による揚土

写真① 写真②

写真④ 写真⑤

写真③
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６．事業期間・事業費の変更 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

事業費の増加

延命化工事による工程遅延を縮減するため、延命化工事期間中も浚渫工事を実施した。これに伴い、一
部の浚渫土砂の処分場を変更した。
当初想定の玉島HI土砂処分場から笠岡土砂受入場所への土捨てに変更となり、運搬距離が大きく変更と
なったため費用増となった。

笠岡市

浅口市

倉敷市

里庄町

浚渫工事箇所

水島港笠岡土砂受入場所

玉島HI土砂処分場

土砂処分場の変更

福山市 コスト 約３倍

【当初】
近距離

【変更】
遠距離

土運船による運搬
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水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業７．事業の効果①（海上輸送コストの削減効果）

①船舶の大型化による海上輸送の効率化
（外貿ダイレクト貨物（東南アジア航路 20,884TEU）
外貿ダイレクト貨物（中国航路19,321TEU））

Without時：小型船舶利用

②輸送ルートの変更による陸上・海上輸送の効率化
（海上輸送への転換、ダイレクト輸送 6,701TEU）

Without時：他港への陸上輸送 With時：他港への内航輸送

ルート変更①：陸上輸送から海上輸送への転換 3,310TEU

海上輸送コスト削減便益（①＋②） 11.0億円（年間）
①船舶大型化による便益 6.9億円（年間）
②輸送ルートの変更による便益 4.1億円（年間）
総便益（施設供用期間） 193億円

With時：大型船舶利用

Without時：フィーダー輸送 With時：ダイレクト輸送

ルート変更②：他港海上フィーダー輸送から
水島港ダイレクト輸送への転換 3,391TEU

東南アジア向け
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水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

玉島地区
水島地区

倉敷みなと大橋
自動車
工場

石油化学
工場

水玉ブリッジライン

経路変更

輸送時間の短縮
（約8分短縮）

輸送距離の短縮
（約2.5km短縮）

○倉敷みなと大橋は、水島港の水島地区と玉島地区を結ぶ臨港道路として平成29年3月25日に開通。

○倉敷みなと大橋により、水島地区と玉島地区間の輸送距離・時間が短縮され、陸上輸送コストが削減。
（輸送距離は11.5km→9.0km（2.5km短縮）、輸送時間は22分→14分（8分短縮））

自動車ターミナル

コンテナターミナル

７．事業の効果②（自動車交通の円滑化効果）

自動車交通円滑化効果便益（①＋②＋③） 48億円（年間）
①輸送・移動費用便益 3.2億円（年間）
②輸送・移動時間費用便益 45.0億円（年間）
③交通事故損失額削減便益 0.1億円（年間）
総便益（施設供用期間） 1,227億円

高
梁
川

玉島地区

水島地区

【他高梁川断面(既設橋梁)】
交通量：12.2万台/日

移動距離：9.0km
移動時間：14分
（平均移動速度：38km/h）

【臨港道路】
交通量：3.2万台/日

With時：臨港道路がある場合

高
梁
川

玉島地区

水島地区

【高梁川断面(既設橋梁)】
交通量：15.3万台/日

移動距離：11.5km
移動時間：22分
（平均移動速度：32km/h）

Without時：臨港道路がない場合

倉敷みなと大橋を通行する貨物車両

至 水島地区

R3.11撮影至 玉島地区
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耐震強化岸壁の役割・想定地震

【耐震強化岸壁の役割】
通常岸壁よりも耐震性を強化し、大規模地震（想定しうる最大級の強さの地震）発生直後から被災地域への緊急物
資の受入や企業活動の再開後速やかに貨物の取扱を可能にする係留施設
【想定地震】
倉敷市地域防災計画の想定 ： 南海トラフ巨大地震
【代替港の設定】
南海トラフ巨大地震での影響が少ない山陰側の『境港』を代替港として設定している

緊急物資輸送の状況（仙台塩釜港）

【南海トラフ巨大地震の想定震度分布図】

《耐震強化岸壁の役割》

発災直後～

地震発生

発災1ヶ月後

速やかな緊急物資輸送
に向けた取り組み

緊急物資輸送

緊急物資と
企業取扱貨物の共存

企業取扱貨物の輸送

整備事例（仙台塩釜港）

耐震強化岸壁

通常岸壁

出典：中央防災会議

７．事業の効果③（大規模地震発生時のコスト削減効果） 水島港国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

境港

水島港
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７．事業の効果③（大規模地震発生時のコスト削減効果） 水島港国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

耐震強化岸壁の概要

出典：平成24年3月12日交通政策審議会第48回港湾分科会参考資料1-1-13-



７．事業の効果③（大規模地震発生時のコスト削減効果） 水島港国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

大規模地震発生時の緊急物資・一般貨物輸送コスト削減効果

Without時（整備前） ： 緊急物資や企業取扱貨物の海上輸送が不可であり代替輸送を余儀なくされる
With時（整備後） ： 緊急物資や企業取扱貨物の海上輸送が可能となり輸送コストが削減される

Without時：代替港を利用 With時：水島港を利用

被災地域

被災者

水島港

ヘリコプターによる代替輸送
（発災1～2日目）

緊急物資

海上輸送
（発災3日目～１ヶ月）

境港

コンテナ貨物

被災地域

水島港

背後企業

境港

海上輸送
（発災１ヶ月以降）

被災地域

水島港

《 発災1日目～１ヶ月 》 《 発災１ヶ月～２年 》

陸上輸送
（発災1日目～1ヶ月）

海上輸送
（発災1日目～1ヶ月）

被災者

被災地域

水島港

陸上輸送
（発災１ヶ月以降）

背後企業
陸上輸送
（発災１ヶ月以降）

海上輸送
（発災１ヶ月以降）

緊急物資 コンテナ貨物

《 発災1日目～１ヶ月 》 《 発災１ヶ月～２年 》

物資輸送コスト削減便益（2年間） 140億円※
地震確率考慮後便益（代表年） 4億円
総便益（施設供用期間） 62億円

※費用便益分析においては、便益に対し大規模地震が発生する確率を乗じて算出を行う。

対象貨物

緊急物資

水島港

背後圏(倉敷市、浅口市、里庄町)
対象人口：約20万人/約52万人

水島港の耐震強化岸壁3バースの
延長按分（未整備含む）
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８．投資効果 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

費用対効果分析結果

感度分析結果（Ｂ／Ｃによる分析）

費用便益分析の結果、
○純現在価値（Ｂ－Ｃ）＝643億円
○費用対便益（Ｂ／Ｃ）＝1.8

となり、十分な投資効果が得られることが確認された

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、令和4年度を基準年とし現在価値化した後のものである。
※残事業便益の算定の考え方：
残事業の投資効率性は、事業を継続した場合に追加的に必要となる費用と追加的に発生する便益のみを対象として
分析を行うこととされており、「海上輸送コスト削減便益」を対象便益としている

－10% ＋10% －10% ＋10%

需要量 1.6 1.9 1.3 1.6

事業費 2.0 1.6 1.6 1.3

事業期間 1.8 1.8 1.4 1.4

要 因
事業全体 残事業

内容 事業全体 残事業

総便益(B) 1,484億円 132億円
海上輸送コスト削減便益 193億円 132億円
自動車交通円滑化効果便益 1,227億円 ―億円
大規模地震発生時の物資輸送コスト削減便益 62億円 ―億円
残存価値 2億円 ―億円

総費用(C) 840億円 91億円
建設費 814億円 75億円
管理運営費 26億円 17億円

費用便益比(B/C) 1.8 1.4
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0
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1.輸送距離・輸送時間(リードタイム)の短縮

2.輸送コストの削減

3.正確な時間に貨物を届けることが可能

4.輸送時間帯の選択の自由が拡大

5.車両走行に対する環境面などの苦情への対応

6.車両走行による交通事故リスクの軽減

7.環境負荷軽減への対応

8.従業員の通勤における負荷・ストレスが減少

9.従業員の雇用対象エリアの拡大

10.その他

99.不明

９．事業効果（貨幣換算が困難な効果） 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

①陸上輸送の信頼性向上

③環境への負荷軽減

②事業活動の円滑化および安全性の向上

Ｎ

玉島地区
ﾊｰﾊﾞｰｱｲﾗﾝﾄﾞ入口

■玉島地区⇔水島地区間の移動時間の変化（時間帯別）

■輸送効率化に伴うCO2、NOx 排出量の削減

■倉敷みなと大橋開通による事業への効果（事業所アンケート）

〇臨港道路（倉敷みなと大橋）の開通により、水島地区と玉島地区間の移動時間が短縮するとともに読み易くなっている。
〇水島港後背圏事業所へのアンケートでは、リードタイムの短縮、従業員の通勤ストレスの減少などの効果が挙げられている。
〇輸送効率化に伴うCO2、NOx 排出量の削減量を算出した結果、CO2:0.6% 、NOx:1.6%を削減することが可能となる。

出典：ETC2.0プローブデータ 整備前：H28.4.1～H29.3.24(平日)、整備後：R2.10.1～R2.10.31 (平日)

(分)

(回答数)

※アンケート総回答数29社

水島地区
亀島橋

・水島港では、水島地区で製造活動を行い、
原料・製品の入出荷を玉島地区で行う企業
が多いため、両地区の移動は距離・時間が
短いほど効果はあると思う。
・開通前に水玉ブリッジラインを通過して
いる時は５往復/日程度だったが、開通
後の倉敷みなと大橋を通過では、7往
復/日になるなど、往復回数が増えた。

水島港の港運事業者へのヒアリング結果

CO2排出量
906千ﾄﾝ-C/年

901千
ﾄﾝ-C/年

0.6％
削減

ＮＯX排出量

2,305ﾄﾝ/年
1.6％
削減

2,268
ﾄﾝ/年

「出典：国土交通省国土地理院」 ※国土地理院地図を加工して作成

R3d実施
R3d実施

-16-



１０．前回評価時との比較

事項
前回評価

（H29再評価）
今回評価

備 考

（要因等）

事業諸元

岸壁(-12m）

泊地(-12m）

航路(-12m）

荷役機械

ふ頭用地

臨港道路

岸壁(-12m）

泊地(-12m）

航路(-12m）

荷役機械

ふ頭用地

臨港道路

・変更無し

事業期間

平成20年度

～

令和5年度

平成20年度

～

令和10年度

土砂処分場の延命化工事が必要になったこと等による

総事業費

（現在価値化前）
559億円 580億円 土砂処分場の一部変更による

総費用（C) 624億円 840億円
現在価値化の基準年変更

（2017〈H29〉→2022〈R4〉）

総便益（B) 1,315億円 1,483億円
現在価値化の基準年変更

（2017〈H29〉→2022〈R4〉）

費用便益比

（B/C）
２．１ １．８

水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業
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１１．今後の対応方針（原案） 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

①事業の必要性等の視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

２）事業の投資効果

費用便益費（Ｂ／Ｃ） ＝ １．８（事業全体） １．４（残事業）

３）事業の進捗状況

◇総事 業費 ： 580億円 （既投資額：481億円）
◇残 事 業 費 ： 99億円
◇事業進捗率 ： 83％ （令和4年度末見込み）

②事業の進捗の見込み

【今後の対応方針（原案）】

上記①、②の各視点により、効果が十分に見込まれると判断でき、港湾利用者からも早期完成が強く要望
されていることから継続が妥当

１．再評価の視点

２．港湾管理者（岡山県）への意見照会結果
対応方針（原案）については異存ありません。
水島港の機能強化を図るため、玉島地区における国際物流ターミナル・臨港道路の整備は、本県にとって極めて重要であることから、事業継続は妥当で
ある。今後も、一層のコスト縮減を図るとともに、早期完成に努めていただきたい。

◇平成29年度 玉島地区に穀物会社等が新規に企業立地した。
◇令和元年度 一般国道２号倉敷立体事業が完成し、高梁川大橋が4車線化された。
◇令和2年度 玉島地区ハーバーアイランド7号埠頭の供用が開始された。

国際物流ターミナルは、平成25年度に暫定水深で供用済み（暫定水深-10m）であり、臨港道路も平成29年3月に供用済み。水域施設を含む全事業は令
和10年度に完了予定
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項 目
判 定

判断根拠 チェック欄

事業を巡る社会経済情勢等の変化

事業の効果や必要性、周辺環境に変化がない
変化なし
■

変化あり
□

前回評価からの事業費・事業期間の増加 増加なし
10％以内
増加

10％超え

事業費の増加 全体事業費：559億円（2017〈H29〉評価時） → 580億円（今回評価時） 4％増加 □ ■ □

事業期間の増加
2008〈平成20年〉～2023〈令和5年〉（16年：2017〈H29〉評価時） → 2008〈平成20年〉
～2028〈令和10年〉（21年：今回評価時） 30％増加

□ □ ■

前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等

費用便益分析マニュアルに変更がない なし
変更なし
■

変更あり
□

需要量の変化（需要量等の減少が10％以内） 42,826TEU／年（2017〈H29〉評価時） → 46,906TEU／年（今回評価時） 10％増加
10％以下
■

10％超え
□

下記のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に対して費用対効果分析に要する費用
が大きい
・前回評価時の感度分析における下位ケース値
が基準値を上回っている

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用 0.1％ ＜ 基準値（1.0％）
前回評価時の感度分析下位ケース 1.9 ≧ 基準値（1.0）

満足している
■

満足していない
□

前回評価で費用対効果分析を省略していない
省略していない

■
省略している

□

その他の事由（重点的な評価が必要な特別な事由） 特になし －

判定案：事業進捗等に大きな変更がある事業

１２．再評価の重点化・効率化判定票 水島港
国際物流ターミナル・臨港道路整備事業
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水島港玉島地区国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ・臨港道路整備事業

〔岡山県への意見照会と回答〕
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国 中 整 企 画 第 ４ ２ 号 
国 中 整 港 計 第 １ ９ 号 
令 和 ４ 年 ９ 月 ５ 日 

 
 岡山県知事 様 
 
 

国土交通省 
中国地方整備局長    

                （ 公印省略 ） 
 
 
 

中国地方整備局事業評価監視委員会に諮る対応方針 
(原案)の作成に係る意見照会について（依頼） 

 
 
 
 貴職におかれましては、日頃から国土交通行政に対するご理解、ご協
力を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、当地方整備局管内における直轄事業については、国土交通省所
管公共事業の再評価実施要領（以下「実施要領」という。）に基づき、
事業採択後一定期間が経過している事業等について、その効率性、実施
過程の透明性を確保するため、中国地方整備局事業評価監視委員会（以
下「委員会」という。）において、再評価に係る対応方針(原案)につい
て審議しております。 
 このたび、令和４年１０月１４日に委員会を開催することとなりまし
たので、実施要領に基づき、委員会に諮る対応方針(原案)の作成にあた
り、別紙について貴職のご意見を承りたく依頼いたします。 
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（別紙）

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

水島港玉島地区国際物流タ－ミナル・臨
港道路整備事業

継続

■ご意見の送付期限　：　令和４年１０月３日（月）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　建設専門官　小田　（内線：３１５３）

　　　　　主査　鎌木　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－５１１－６３５９

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業評価監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成します。
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